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1） 鹿児島県の姿



鹿児島県の姿

写真協力：（公社）鹿児島県観光連盟，屋久島町観光まちづくり課 3

◼ 本土最南端に位置し，「薩摩」「大隅」の

2つの半島と，多くの離島を有する

◼ 県土は，南北600km （東京～青森間に匹

敵）と長く，気候区も温帯から亜熱帯と幅

広く全体的に温暖な気候

◼ 令和3年7月に新たに世界自然遺産登録さ

れた奄美大島や徳之島をはじめ特色ある

島々，日本ジオパークに認定された桜島

や霧島などの火山群，豊富な温泉等，

多彩で豊かな自然と個性ある歴史・文化

などの観光資源に富む

◼ 平成5年に世界自然遺産登録された屋久

島と合わせて，2つの世界自然遺産を有す

る都道府県は全国で鹿児島県のみ

世界自然遺産屋久島の縄文杉

世界自然遺産奄美大島の

金作原

桜島（鹿児島市）

【喜界島】

【奄美大島】

【徳之島】

【沖永良部島】

【薩摩半島】

【大隅半島】

【種子島】

【屋久島】

【甑島】
【桜島】

九州新幹線

鹿児島中央・博多間

最速1時間16分

九州新幹線

鹿児島中央・新大阪間

最速3時間41分

鹿児島空港 ⇔ 羽田空港

約1時間45分

【与論島】

百合ヶ浜（与論島）



鹿児島のポテンシャル ① ～地理的特徴～

香 港

◼ 安心・安全な農林水産物や食品の輸出拡大

• 上海，香港における県産品の安定的な流通･販売

体制の確立や本県の認知度向上への取組

• 台湾の市場開拓調査 など

◼ インバウンド誘致による交流人口の増大

• 現地旅行会社，メディア等の招請

• チャーター便を活用した旅行商品造成等支援 など

鹿児島県管理港湾
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鹿児島－台北線
◆便数 週5便
◆所要時間 約120分

鹿児島－香港線
◆便数 週12便
◆所要時間 約180分

鹿児島－上海線
◆便数 週2便
◆所要時間 約100分

鹿児島－ソウル線
◆便数 週4便
◆所要時間 約90分

九州新幹線
◆鹿児島中央・博多間
は最速で1時間17分

台 北

上 海

ソウル

KTX(京釜高速線)
◆ソウル･釜山間は
最速で2時間15分

鹿児島

高速線ビートル
◆福岡･釜山間は
3時間5分

鹿児島 －

鹿児島 －

約
約
約
約

約

ソウル
上海
台北
香港

東京

90分
100分
120分
180分

100分

高速交通ネットワーク

高速交通ネットワークと本県の
地理的な優位性を最大限に活用

鹿児島県の管

理港湾では，国

際コンテナ定期

航路が6航路就

航している

志布志港におい

ては，神戸港トラ

ンシップによる国

際フィーダー航路

が就航しており，

アジアをはじめ，

北米，豪州，欧州

等世界各国と結

ばれている

※国際航空路線便数は2020年夏ダイヤ
※2023年10月１日現在，鹿児島－香港線のみ運航（週３便）
※2023年10月29日より，鹿児島－ソウル線運航再開（週３便）



鹿児島のポテンシャル ② ～豊かな農林水産物～

①畜産飼養頭羽数等

◼ 肉用牛（黒毛和種）飼養頭数 321千頭（R4）

◼ 豚飼養頭数 1,199千頭（R4）

◼ ブロイラー出荷羽数 144,326千羽（R4）

③水産物生産量

◼ 養殖ブリ 24,396t（R3）

◼ 養殖ウナギ 8,772t（R3）

◼ かつお節 18,921t（R3）
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②農産物産出額・収穫・出荷量

◼ お茶 152億円（R3)

◼ さつまいも 210,000t（R4)

◼ パッションフルーツ 300.9t（R2）

茶畑

令和4年度の県産農林水産物の輸出額は約327億円
平成23年度の本公表開始以降最高額を更新した 輸出拡大に向けた取組

県産品の海外への販路拡
大や県内港湾からの輸出
促進などを図るため，
国内で「ドン・キホーテ」な
どを運営しているPPIH（株
式会社パン・パシフィック・
インターナショナルホール
ディングス）と令和4年10月
に連携協定を締結

肉用牛（黒毛和種）

H23～R3最高額 R4年度

農産物 R3： 約 19億円 約 23億円

畜産物 R3： 約123億円 約134億円

林産物 R3： 約 33億円 約 34億円

水産物 R3： 約135億円 約136億円

合 計 R3： 約311億円 約327億円
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鹿児島のポテンシャル② ～豊かな農林水産物～
第12回全国和牛能力共進会鹿児島大会

◼ 全国和牛能力共進会は，5年に1度開催される「和牛の祭典」で，全国の優秀

な和牛を一堂に集めて，改良成果を競う大会。牛の姿・形を審査する「種牛の

部」，出品牛と取組発表を総合審査する「高校及び農業大学校の部」が霧島

市牧園町で，肥育牛の肉質等を審査する「肉牛の部」が南九州市知覧町で行

われた

◼ 鹿児島県は，全9部門の出品区において，全ての部門で上位入賞（優等賞）を

果たすとともに6部門で首席（農林水産大臣賞）を獲得。特に，4区繁殖雌牛群

では「内閣総理大臣賞」，肉牛の部では8区去勢肥育牛で2大会連続となる

「最優秀枝肉賞」を受賞し，「和牛日本一」の栄誉に輝いた

第4区「繁殖雌牛群」

内閣総理大臣賞受賞

特別区「高校及び農業大学校」の部

農林水産大臣賞受賞(県立曽於高等学校)

第８区「去勢肥育牛」

最優秀枝肉賞受賞

和牛日本一
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鹿児島のポテンシャル ③ ～多彩な食～

写真協力：（公社）鹿児島県観光連盟，鹿児島市



鹿児島のポテンシャル ④ ～自然・文化・歴史ⅰ～

8写真協力：（公社）鹿児島県観光連盟，屋久島町観光まちづくり課，環境省屋久島自然保護官事務所

屋久島世界自然遺産登録

30周年記念ロゴマーク
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◼ 平成５年12月に，白神山地（青森・秋田両県）ととも

に，日本初の世界自然遺産として登録

◼ 今秋，登録30周年を記念して，屋久島の魅力を改

めて発信し，遺産地域管理のこれまでの歩みを共

有するとともに，今後の持続可能な島づくりに向け

た課題・取組を考えるためのシンポジウムを開催

世界自然遺産
「屋久島」

◼ 平成27年7月，世界文化遺産に登録

◼ 全国8県にわたる23の構成資産のうち，本県には

旧集成館，寺山炭窯跡，関吉の疎水溝の3つが所

在。西洋技術と日本の在来技術が融合して産業革

命に成功した日本独特の近代化プロセスを証明す

る，近代日本の原点として極めて重要な資産群

世界文化遺産
「明治日本の産業革命遺産」

旧集成館機械工場

旧鹿児島紡績所技師館（異人館）

世界自然遺産
「奄美大島，徳之島，沖縄島北部及び西表島」

金作原（奄美大島）

アマミノクロウサギ

◼ 令和3年7月に，世界自然遺産に登録

◼ 奄美群島は九州本土の南に点在する8つの有人島

からなる島々で，このうち奄美大島と徳之島につい

て，沖縄県の2島とともに，アマミノクロウサギなど国

際的にも希少な固有種に代表される生物多様性保

全上重要な地域であることが評価された

◼ 国内唯一，2つの世界自然遺産を有し，世界遺産数は国内最多

金作原（奄美大島）

アマミノクロウサギ旧集成館機械工場（尚古集成館）

旧鹿児島紡績所技師館（異人館）

縄文杉

屋久島世界自然遺産登録

30周年記念ロゴマーク

屋久島の野生生物達



鹿児島のポテンシャル ⑤ ～自然・文化・歴史ⅱ～

1543年の鉄砲伝来を記念して開催される

◼ 源泉数全国2位を誇る温泉をはじめ，豊富な観光資源・文化資産を有する
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トリップアドバイザーの日帰り温泉部門で4年連続日本一

たまて箱温泉（指宿市） 仙巌園（鹿児島市）

28代斉彬をはじめ島津家歴代がこよなく愛した島津家の別邸

泥染めを何度も繰り返すことで生まれる渋く艶やかな色が特徴

大島紬 薩摩切子

復活を遂げた幻の色彩美 維新のきらめき再び

種子島鉄砲まつり（西之表市）

国宝 霧島神宮（霧島市）

6世紀に創建の建国神話の主人公 ニニギノミコトを祀る

令和4年2月
国宝指定

写真協力：（公社）鹿児島県観光連盟



障害者アスリート交流（バスケットボール）
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燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会

R1「いきいき茨城ゆめ大会」本県選手団R1「いきいき茨城ゆめ大会」開会式

新体操男子団体の全国大会を2023年に共同開催

◼ 2023年に，特別国民体育大会「燃ゆる感動かごしま国体」（10/7～10/17），

特別全国障害者スポーツ大会「燃ゆる感動かごしま大会」（10/28～10/30）

を開催

◼ 新型コロナウイルス感染症の影響により2023年に延期となった両大会は，

「コロナ禍からの再生と飛躍」を象徴するスポーツ大会として開催し，県民は

もとより，全国の皆様にとっても素晴らしい，思い出に残る希望に満ちた大

会となるよう取り組む方針

◼ 「かごしま国体・大会」，翌年の「SAGA2024国スポ・全障スポ」と，2年連続

で九州開催となることを契機に，佐賀県と鹿児島県がさまざまな分野での

関係深化を図る「鹿児島・佐賀エールプロジェクト」も展開

佐賀県との交流例
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かごしま未来創造ビジョン（改訂版）

施策展開の基本方向（15の柱）

概ね10年後の鹿児島の目指す姿や施策展開の基本方向などを示す「かごしま未来創造ビジョン」を令和4年3月に改訂

1 誰もが個性と能力を発揮し活躍できる社会の実現
2 結婚，妊娠・出産，子育ての希望がかなう社会の実現
3 健康で長生きできる社会の実現と良質な医療・介護の確保
4 地域を愛し世界に通用する人材の育成，文化・スポーツの振興
5 脱炭素社会の実現と豊かな自然との共生
6 安心・安全な県民生活の実現
7 快適な生活環境の向上と世界につながる県土の創造

8 個性を生かした地域づくりと移住・交流の促進
9 多様で魅力ある奄美・離島の振興
10 農林水産業の「稼ぐ力」の向上
11 観光の「稼ぐ力」の向上
12 企業の「稼ぐ力」の向上
13 多彩なキャリアをデザインできる働き方の創出
14 デジタルテクノロジーを活用した県民の暮らしの質の向上
15 持続可能な行財政運営



令和5年度 一般会計当初予算①
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◼ 歳入・歳出両面にわたり徹底した行財政改革に取り組み，以下の考え方に基づき予算を編成

• 新型コロナウイルス感染症についての医療提供体制の確保と感染防止対策に取り組み，県民の安心・安全と経済社会活動の両立を図る

• 直面する物価高騰による影響を緩和するための対応を機動的に実施し，コロナ禍からの経済社会活動の回復を確立

• 鹿児島の基幹産業である農林水産業，観光関連産業，企業の「稼ぐ力」の向上や，デジタル化，脱炭素化，子育てなど，

「かごしま未来創造ビジョン」に掲げた各般の施策をSDGsの理念も踏まえ推進

誰もが安心して暮らし，活躍できる鹿児島

令和５年度当初予算 889,496百万円
〔対前年度当初比 +2.3％〕

Ⅰ 新型コロナウイルス感染症拡大防止及び経済対策

Ⅲ 新年度の施策の大きな柱

1 基幹産業（農林水産業，観光関連産業）の「稼ぐ力」の向上

2 企業の「稼ぐ力」の向上

5 移住・交流の促進／地域産業の振興を支える人材の確保・育成

6 結婚，妊娠・出産，子育ての希望がかなう社会の実現

7 地域を愛し世界に通用する人材の育成，文化・スポーツの振興

3 デジタルテクノロジーを活用した県民の暮らしの質の向上

4 脱炭素社会の実現と豊かな自然との共生

8 多様で魅力ある奄美・離島の振興

Ⅱ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策



令和5年度 一般会計当初予算②
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（1） 歳入：889,496百万円 （2） 歳出： 889,496 百万円

予算の特色

歳入・歳出両面にわたる
徹底した行財政改革

◼ 事務事業見直しなどの徹底し

た取組による効果額約27億円

県債残高（見込額）を

114億円縮小※

※臨時財政対策債等を除く

財政調整に活用可能な

基金残高を前年度比+1億円確保

◼ 令和5年度末見込み251億円

財源不足なしの

予算を編成

◼ 令和5年度財源不足額0億円

（令和4年度比+1億円）

◼ 県債残高は，平成16年度から

減少傾向を維持

人件費
25.1%

扶助費
15.7%

公債費
12.6%

普通建設事業費
15.8%

災害復旧事業費
1.5%

補助費等
21.8%

物件費
5.6%

維持補修費
0.5%

貸付金
0.3%

その他
1.1%

県税
17.8%

地方消費税清算金
9.2%

繰入金
3.7%

使用料・手数料
1.2%

諸収入
1.2%

財産収入
0.2%分担金・負担金等

0.8%

地方交付税
31.2%

国庫支出金
23.5%

県債
7.5%

地方譲与税等
3.7%



2） 財政状況・行財政改革



令和4年度 普通会計決算の状況

◼ 実質収支（211億円） = 歳入（9,758億円） - 歳出（9,215億円） - 翌年繰越財源（332億円）
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歳入

◼ 本県は，地方税のように自らその権能を行使して調達できる自主財源が極めて少なく，依存財源が多い。

◼ 特に地方交付税，国庫支出金への依存度が高い。

◼ 社会資本の整備促進のため，普通建設事業費の比率が高く，中でも公共事業等国庫補助事業の占める割合が多い。

自主財源 依存財源

歳出

災害復旧事業費1.2 貸付金0.4
その他1.7

（注）全都道府県(R4)の数値は総務省公表により本県作成

地方税
20.9

地方税
36.3

その他
11.3

その他
17.9

地方交付税
29.6

地方交付税
15.0

国庫支出金
26.6

国庫支出金
19.9

地方債
8.0

地方債
7.2

その他
3.6

その他
3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鹿児島県

全都道府

県

人件費
24.3

人件費
20.1

扶助費
3.2

扶助費
2.1

公債費
13.0

公債費
11.0

普通建設事業費（補助）
14.2

普通建設事業費（補助）
8.4

（単独）
3.6

（単独）
4.2

物件費
5.2

物件費
5.6

補助費等
30.4 

補助費等
33.1

積立金
2.8

積立金
3.9

貸付金
8.3

その他
2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鹿児島県

全都道府

県

災害復旧事業費0.5



歳出規模等の推移（一般会計）
◼ H14年度から徹底した行財政改革に着手

◼ R4年度は，普通建設事業費の防災・減災・国土強靭化のための5か年加速化対策に対応した事業などの前年度からの繰

越額の規模がR3年度に比べ小さかったことにより歳出が減少
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1,452 

1,254 1,275 

1,437 
1,473 1,491 1,495 1,481 1,484 

1,603 1,609 

4,955 4,646 4,729 4,874 4,807 4,798 4,804 4,813 4,806 4,836 4,851 

3,956 

1,754 1,495 1,391 1,437 1,639 1,436 1,577 1,744 1,809 1,718 

1,732 

1,741 
1,522 1,816 1,658 

1,697 
1,603 1,573 

2,300 
3,070 2,987 

10,643 

8,141 
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0
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1,000

1,200

1,400

1,600

H13 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（億円）（億円）

県税収入（左軸） 義務的経費（右軸） 投資的経費（普通建設事業費+災害復旧事業費）（右軸） その他経費（右軸）

⑬歳出ピーク
地方消費税率の引上げの

平年度化等による増



普通建設事業費の推移（一般会計）

◼ R4年度は，防災・減災・国土強靭化のための5か年加速化対策に対応した事業などの前年度からの繰越額の規模がR3

年度に比べ小さかったことにより，減少（前年対比▲3.3%）

◼ ピーク時のH8年度（4,372億円）と比較すると，普通建設事業費総額で約63%縮減，単独事業費についてはピーク時の

H8年度（1,635億円）に比べ約80%縮減しており，引き続き普通建設事業費の水準等を適切に管理
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1,635 
1,380 
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2,737 

2,523 

1,279 
1,046 

980 1,001 
1,141 
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3,903 

1,701 

1,474 
1,358 1,379 

1,538 
1,394 

1,498 
1,612 1,659 1,605 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H8 H13 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（億円）

単独 補助･直轄

国の交付金を活用した

経済対策

⑬歳出ピーク

⑧普通建設

事業費ピーク



義務的経費の推移（一般会計）
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◼ R4年度は，扶助費の増により義務的経費全体が増加（前年度比+0.3％）

※億円未満の四捨五入の関係で内数と合計が合わない場合がある。

2,830 2,195 2,260 2,249 2,282 2,295 2,283 2,282 2,286 2,304 2,295 

720 

1,077 
1,099 1,180 1,216 1,235 1,247 1,285 1,310 1,332 1,367 

1,406 

1,374 
1,370 

1,445 1,309 1,268 1,274 1,246 1,210 1,200 1,188 

4,955 

4,646 4,729 
4,874 4,807 4,798 4,804 4,813 4,806 4,836 4,851 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H13 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（億円）

人件費 扶助費 公債費

⑬人件費ピーク



基金残高の推移

財政調整に
活用可能な基金

満期一括償還
財源積立金
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◼ 市場公募債の満期一括償還に備え，計画的な基金積立を実施（R4年度末で積立不足なし）

◼ 財政調整に活用可能な基金を一定規模確保

◼ 市場公募債（満期一括償還方式）の導入に伴い

平成18年度から毎年度積立てを行い※，償還財源を確保

満期一括償還財源積立（県債管理基金）

◼令和4年度で1,365億円 積立不足なし

※毎年度の積立額： = （発行額）／（トータルの償還年数）

〔例〕 令和2年度発行分 240億円／30年 = 8億円／年（令和3年度以降積立て）

令和3年度発行分 328億円／30年 = 10.9億円／年（令和4年度以降積立て）

⇒令和4年度の積立額累計 = 8億円×2年 + 10.9億円×1年 = 26.9億円

134 175 175 176 176 176 176 176 175 176 176 

30 30

438

74 74 74 74 74 74 74 74 74 74

594 
754 808 

874 
982 

1,112 1,158 1,210 1,254 
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1,033 1,058 
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1,232 
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1,459 
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1,615 
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1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H13 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（億円）

県債管理（満期一括償還財源積立金分） 県債管理（満期一括償還財源積立分を除く） 県有施設 財政調整

⑬歳出ピーク

H30以降県有施設施整備積立基金は

財政調整に活用可能な基金より除外



財政健全化法に係る4指標等
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◼ 実質公債費比率及び将来負担比率ともに早期健全化判断基準を下回る

※ 【】は全国順位であり，「－」は比率なし（実質赤字額及び連結実質赤字額がないため）

財政力指数・経常収支比率 実質公債費比率・将来負担比率

財政指標 H29 H30 R1 R2 R3 R4 早期健全化基準 財政再生基準

財政力指数 0.34288 【40】 0.34665【38】 0.35148【39】 0.35338【40】 0.33756【40】 0.33868【41】

経常収支比率 97.6% 【40】 98.2%【46】 97.9%【38】 97.6%【42】 92.8%【44】 97.8%【速報値】

実質赤字比率 － － － － － － 3.75% 5.0% 

連結実質赤字比率 － － － － － － 8.75% 15.0%

実質公債費比率 12.8% 【27】 12.2%【29】 11.7%【26】 11.5%【28】 11.3%【29】 11.4%【28】 25.0% 35.0%

将来負担比率 219.9% 【36】 216.8%【35】 217.7%【36】 212.1%【34】 195.3%【33】 197.8%【32】 400.0% 

財政悪化

健全財政

財政健全化判断基準

◼財政再生基準

実質公債費比率： 35%

基準を超えると・・・国等の関与による
確実な再生（財政再生計画の策定）

財政健全段階では･･･指標の整備と
情報開示の徹底

◼早期健全化基準

実質公債費比率： 25%

将来負担比率： 400%

基準を超えると･･･自主的な改善努力
による財政健全化（財政健全化計画の

策定）
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将来負担比率における将来負担見込額 債務負担限度額

※ R4普通会計ベース R4年度 R3年度 増減 Ｒ4年度末

債務保証又は損失補償に係るもの 13,093 9,132 3,961 59,657

地方3公社 4,009 0 4,009 2,370

道路公社（債務保証） 4,009 0 4,009 2,370

住宅供給公社 0 0 0 0

地方3公社以外の出資法人に係るもの 9,084 9,123 △ 39 50,777

森林整備公社 9,074 9,107 △ 33 50,022

地域振興公社 10 16 △ 6 756

その他 0 9 △ 9 6,509

債務負担行為の状況

（単位：百万円）

※1共同発行市場公募地方債に係るもの13,539,000百万円を除く

※2地方3公社のうち，土地開発公社はH25.10.31に解散（H26.2.28に清算結了）

◼ 将来負担比率における債務保証又は損失補償の負担見込額は13,093百万円であり，標準財政規模（臨時財政対策債発

行可能額を含む）484,251百万円の2.7%程度
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※1



地方3公社の経営状況

（単位：百万円）

◼ 道路公社は良好な経営を継続，住宅供給公社は方針に基づき経営改善を図っている。土地開発公社は清算済

22

R4決算 公社等経営改善の取組み等

「公社等外郭団体見直し方針」（H17.3月策定）

【主な見直しの視点】

1. 廃止又は統合等の検討

2. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

3. 公社等外郭団体への要請等

道路公社

◼ H17.4.1から（財）鹿児島県建設技術センターの

総務管理部門を統合

◼ H28.3.28 有料道路事業の国の変更許可を得て

R24年4月まで料金徴収期間を延伸
良好な経営を継続

住宅供給公社

◼ 新規の団地開発の中止（H12～新規着工取り止め）

◼ 職員給削減（Ｒ2：3%，Ｒ3：3%，Ｒ4：3% ）

◼ フリーレント制度導入等による賃貸入居率の向上

◼ 在庫資産の販売促進（ R4：一般宅地29区画販売）在庫資産の

早期販売

土地開発公社 ※ H25.10.31に解散（H26.2.28に清算結了）

区分 道路公社 住宅供給公社

設立年月日 S47.8.29 S40.11.1

役職員数
（R5.3.31現在）

29名 17名

出
資
状
況

出資団体数 1 1

本県出資額 6,908 21

貸
借
対
照
表

資産 46,279 7,212

負債 39,372 12,105

資本 6,908 △ 4,894

損
益
計
算
書

経常損益 1,265 75

当期損益 1,265 75

県からの借入金
（R5.3.31現在） 0 11,478



第3セクターの経営状況
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◼ 県が25%以上出資している法人等（地方3公社を除く）の財務状況は以下のとおり



公営企業（法適用事業）の決算状況
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◼ 地方公共団体財政健全化法に係る資金不足額なし

（単位：百万円）

R4決算

※端数処理の関係で，合計が一致しない場合がある。

H23.3月 県立病院事業 「中期事業計画（経営安定化計画）」

◼ 経営の安定化に軸足を置くものとし，また，各病院で単年度の資金収支及び経常収支の

黒字化に最大限努力

H29.3月 県立病院事業 「第二次中期事業計画」

◼ 県立病院としての地域における役割を明確にし，医療機能の充実・強化や経営の更なる

安定化を図る

⇒経常収支は14年連続、資金収支は実質17年連続の黒字

区分
県立病院
事業

工業用水道
事業

収
益
的
収
支
（損
益
勘
定
）

収入（①） 22,095 417

うち営業収益 16,377 304

支出（②） 20,092 366

うち営業費用 20,018 342

損益収支（① - ②） 2,004 52

減価償却前収支 2,588 147

資
本
的
収
支
（資
本
勘
定
）

収入（③） 5,579 0

うち企業債 3,393 0

支出（④） 6,033 124

うち建設改良費 5,443 15

収支差引（③ - ④） △ 454 △124

資金収支
（ = 減価償却前収支 + 収支差引）

2,134 23

県立病院の運営方針
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行財政改革

人件費 △7億円の削減

普通建設事業費 △4億円の削減

一般政策経費 25億円の増加

* 平成23年度当初予算との比較・一般財源ベース

しかしながら，

する必要
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◼ 持続可能な行財政構造の構築に向け，行財政改革の取組を継続

◼ 人口減少や社会経済情勢の変化に対応するため，令和4年3月に行財政運営指針を策定

行
財
政
改
革
の
推
移

◼ 概ね10年程度の中・長期的視点に立ったあるべき行財政構造の姿や，その実現に向

けた改革の方向性を示したもの

◼ 限られた一般財源を各歳出項目毎にどのように配分すべきかという観点から，「あるべ

き歳出構造」を明示 = 歳入に見合った歳出構造の再構築

H13.12月 「財政改革プログラム」策定

H15.12月 「財政改革プログラム」改訂

H17.3月 「県政刷新大綱」策定

国・地方を通じた厳しい財政環境や本県の財政構

造の特性の下，今後とも
◼ 新たな行政需要に必要な財源を確保しつつ，
◼ 持続可能な行財政構造を構築

H24.3月 「行財政運営戦略」策定

H29.4月
「行財政改革推進プロジェクトチーム」を設置

H23 当初予算 財源不足額ゼロを達成

≪行財政運営戦略を踏まえた取組（平成24～令和3年度）≫

◼ 今後の行財政運営の基本的な考え方や行財政改革の方向性を示すもの

＜行財政運営の基本的方向性＞
従来の諸施策の充実を図るとともに，医療，福祉，介護，教育等の分野における新たな行政需

要や経済情勢の変動に的確に対応

＜行財政改革の取り組み＞
歳入・歳出それぞれの項目ごとに示した考え方を踏まえ，具体的な行財政改革の取組を推進

＜公債管理の基本方針＞

臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債については，新規の発行を抑制し，県債残高

を継続的に減少させることによって，将来的には本県の公債費負担を軽減していく必要があり，

臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高を1.1兆円程度に抑制するよう努める

◼ 本県の財政状況について認識を共有し，「行財政運営戦略」に基づく行財政改革を着

実に推進するために設置

• 県税収入等の確保

• 地方交付税，国庫支出金等の財源確保の取組

• 県有財産の売却，使用料・手数料の見直し，

ネーミングライツ導入など

R4.3月 「行財政運営指針」策定 ◼ 今後の社会経済情勢の変化等にも対応した持続可能な行財政構造を構築するため，

「行財政運営指針」を策定

○歳出面 ○歳入面

• 毎年度，財源不足額なしの予算編成を実現

• 臨時財政対策債等を除く県債残高：2,583億円の減〈H23決算－R3決算〉



行財政運営指針を踏まえた取組
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令和4年3月 「行財政運営指針」策定

➢ 財源不足額なしの予算編成を実現

➢ 財政調整に活用可能な基金残高：251億円

➢ 臨時財政対策債等を除く県債残高：1兆374億円(R5当初予算時点)

令和5年度に向けた財源確保の取組

事務事業

見直し

○ 事業内容，財源等の見直し

・ 警察本部における回線使用料等の契約統合 など

○ 決算額を考慮した当初予算規模の見直し

・ 活用実績等を踏まえた補助事業の予算規模の縮小 など

○ その他の見直し

・ 沿岸漁業改善資金の滞留額の返納

・ デジタル化を踏まえた事務費の適正化

・ 優先順位や緊急度を踏まえた県有施設の修繕等の見直し など

○ 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた事業執行の見直し等

歳入確保

の取組

○ 未利用財産の売却等

○ 使用料・手数料の見直し

○ 基金一括運用による運用益

効果額
約11億円

効果額
約16億円



3） 県債管理の取組と起債運営



県債管理の取組状況

◼ 毎年度2月に作成，ホームページにて公表

◼ 将来的な公債費負担を削減すべく，中長期的視点

に立った取組み等を掲載

28

◼ 県政刷新大綱・行財政運営戦略・行財政運営指針に基づく県債管理の徹底により，債務負担の減少の効果が確実に出てき

ている

公債管理ダイジェスト

取組み

普通建設事業費の圧縮などによる新規の県債発行額の抑制

公債費負担の平準化や借入コストの抑制への取組

効果

・臨時財政対策債等を除く県債残高は令和元年度まで16年連続で減少
・「防災・減災，国土強靭化のための5か年加速化対策」への対応に伴う補
正予算債の発行が多かったことなどにより，令和2年度末の県債残高は
一時的に増加しているものの，令和3年度からは再び減少し，県債残高
の抑制基調を維持

プライマリー・バランスの19年連続黒字



県債発行額の推移（一般会計※1）
※1借換債を除く

29

◼ R4年度の県債発行額は減少（前年度比△25.8%）し，ピーク時のH10年度（1,922億円）と比較し約59%縮減

*2 臨時財政対策債：地方交付税の振替として発行する地方債
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510 553 
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604 607 
714 
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762 712 
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0
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21 31
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0
0

129

602

523 455
363
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通常の県債 減収補填債 臨時財政対策債*2 猶予特例債

⑩県債発行額

ピーク
⑬歳出ピーク



公債費の推移（一般会計）

◼ メリハリをつけた社会資本の整備の推進等により，新規の県債発行を抑制し，公債費が大幅に増加しないよう管理

30

※ 借換債に係る公債費（元金）及び一時借入に係る公債費（利子）を除く
なお，一時借入は，17年度以降市場公募債の導入など発行時期の平準化に取り組んでいる結果，発生していない。
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口蹄疫対策地域活性化基金設置のために

発行した県債の償還（100億円）
⑯公債費ピーク⑬歳出ピーク

大幅に増加しないよう管理



県債残高の推移（一般会計）

◼ 臨時財政対策債等を除く県債残高は，ピーク時のH15年度から4,661億円減少し，1.1兆円程度の残高で推移

◼ 県債残高（全体）の約53.1%は地方交付税により措置

31

※ （ ）は，県債残高（全体）に対する交付税措置率［単位：%］

※ R4年度の交付税措置分については，将来負担比率で用いる算定途中の数字を基にしているため，数値が変わる可能性がある。
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（臨財債等を除く）



プライマリーバランス（PB）の推移（一般会計）

◼ H16年度から19年連続のPBの黒字を達成

32
※ プライマリーバランス（基礎的財政収支） = 歳入総額から県債収入を差し引いた金額と歳出総額から公債費を差し引いた金額のバランス
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⑯PB黒字化⑬歳出ピーク 19年連続プライマリーバランス黒字



県債資金調達の推移（一般会計 + 公債管理特別会計）

◼ 長期的・安定的に資金を確保するためH17年度から市場公募地方債（個別債）を導入

◼ R3年度は，フレックス分を活用し，本県初となる外貨建て国内債を57億円発行

33

※借換債を含む
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今後の県債資金調達の方向性
◼ 引き続き市場公募地方債を活用し，調達の安定性を高めるとともに，発行の平準化に取り組む

◼ 銀行等引受債については，金利動向やキャッシュフローを見極めながら機動的に発行する

◼ 公的な資金の確保及び銀行等引受債の活用により，年限の多様化を図る

令和5年度県債資金調達計画（当初予算時）

発行の平準化

◼ 共同発行市場公募債を中心に毎月発行

◼ 銀行等引受債を機動的に発行

年限の多様化等

◼ 超長期債の導入

− 公的な資金（財政融資資金，地方公共団体金融機構資金）の確保等

◼ 5年債の発行

− 市場公募債（個別）H19.3～

◼ フレックス分の確保

− 市場環境に応じた機動的な発行を可能にするため，償還年限や償還

方法を定めないフレックス分を確保

単位：億円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 合計

公的資金 102 102

銀行等引受債 602 602

市
場
公
募
債

個別 フレックス分 50 50

個別 5年 100 100

共同 グリーンボンド 30

共同 10年 50 40 40 50 40 40 40 40 40 40 40 40 500

月計 50 40 40 50 40 40 140 40 40 40 40 40 680

30



問合せ先
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問合せ先

◼ 鹿児島県総務部財政課公債管理係

〒890-8577 鹿児島市鴨池新町10-1

TEL： 099-286-2179

FAX： 099-286-5512

e-mail： kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp

財政・県債に関する情報

◼ 鹿児島県ホームページ

https://www.pref.kagoshima.jp/kensei/zaisei/index.html

（ ホーム＞県政情報＞財政・予算 ）

本資料は，鹿児島県債の購入を御検討いただいている投資家の

方々に，本県の財政状況や起債運営について説明することを目的

としており，特定の債券の売出し，または募集を意図するものでは

ありません。


